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ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権の無償割当て） 

に係る資金使途の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年10月１日開催の取締役会において、平成26年２月21日付「ライツ・オフ

ァリング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権の無償割当て）に関するお知らせ」並

びに同年７月４日付、同年12月19日付、平成27年２月27日付、同年４月24日付及び同年９月

30日のそれぞれの「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権の無

償割当て）に係る資金使途の一部変更に関するお知らせ」にて公表したライツ・オファリン

グにより調達した資金に係る資金使途の一部変更について決議いたしましたので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

 

 １．変更の理由及び内容  

 

平成26年７月４日付「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権の

無償割当て）に係る資金使途の一部変更に関するお知らせ」にて公表しておりますとおり、当

社は、ライツ・オファリングにより調達した資金（資金発行諸費用を控除した調達資金総額約

16.6億円）に係る資金使途としては、当初、当社連結子会社である株式会社ディーワンダーラ

ンド（以下、「対象者」又は「ＤＷ」といいます。）株式の100%取得を想定しておりましたが、

平成26年５月に対象者株式の100%取得を目指して実施した公開買付けにおいて対象者の株主

のうち一部の方には応募頂けなかったため、上記調達資金総額約16.6億円のうち、約10億円（以

下、「本件未使用資金」といいます。）が当該公開買付けの決済資金に充当されないこととな

りました。 

そのため、当社は、平成26年７月４日開催の取締役会において、改めて本件未使用資金の資

金使途について検討し、その全額を、当社と対象者間の資本・業務面を含む提携関係をさらに

強化するための資本政策（以下、「本資本政策」といいます。）において活用することを決議

いたしました。 

その後、当社は現時点まで、本資本政策について鋭意種々検討してまいりましたが、本日付

開示の「当社連結子会社による英国金融サービス持株会社の株式取得に伴う英国事業会社の孫

会社化に関するお知らせ」のとおり子会社ＤＷは英国事業会社を買収することとなり、本買収

に係る前払金並びにDue Diligence費用支払のため、4.7億円をＤＷに貸付することを決議いた

しましたので、ここにお知らせいたします。なお、平成27年９月30日付にて公表いたしました

本資本政策、事業再編、資本・業務提携、M&A等の各種の事業戦略の可能性を両社で具体的に検

討するための当面の諸費用（以下「事業戦略検討諸費用」といいます。なお、対象者側で最終



的に負担すべき諸費用の一時的な立替分（以下「本立替分」といいます。）を含みます。）及

び当社運転資金への充当額及び充当期間につきましては変更ございません。本件未使用資金の

うち、上記の英国事業会社買収資金、事業戦略検討諸費用（本立替分は除きます。）及び当社

運転資金に充当する資金以外につきましては、引き続き、本資本政策のために使用していく所

存です。本資本政策に関する詳細が決定次第、あらためてお知らせいたします。 

 

上記の結果、平成28年１月末時点における本件未使用資金の資金使途変更後の残額は次のよう

になる見込みです。 

   当初残高 約10億円 

   平成26年10月～平成27年２月 運転資金に充当 １億円 

   平成27年３月～平成27年４月 運転資金に充当 ６千万円 

   平成27年５月～平成27年９月 運転資金に充当 １億円 

   平成27年10月～平成27年11月  ＤＷあて英国会社買収資金並びにDue Diligence費用支

払資金として貸付金に充当 4.7億円 

      平成27年９月～平成28年１月 運転資金（一般経費、子会社宛貸付金）に充当 １億円 

   平成27年４月～平成28年１月 事業戦略検討諸費用に充当 １億円（注） 

   平成28年１月末残高（予想）  約0.7億円（但し、これに加え、本立替分の費用償還を、

追って対象者から受ける見込みです。） 

   （注）平成27年４月～平成27年９月の事業戦略検討諸費用充当額は５千５百万円で、 

うち償還を受ける本立替分は約５千万円です。 

         

２．今後の見通し  

  

 ＤＷによる英国事業会社買収に関しましては本日付開示の「当社連結子会社による英国金融

サービス持株会社の株式取得に伴う英国事業会社の孫会社化に関するお知らせ」ご参照願いま

す。 

 上記以外の本件変更に伴う平成28年３月期業績への影響は軽微であると見込んでいます。 

 

以 上 


